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2014年12月にペルーのリマで開催されたCOP20では、第41回実施に関する補助機関会合・科学と技術的助言に関

する補助機関会合(SBI/SBSTA41)において、REDD+に関する交渉が行われた。REDD+のリザルトベースの支払いを

実施するための核となるルールは、2013年ポーランドで開催されたCOP19において、REDD+ワルシャワフレーム

ワークとして採択され完成したが、ワルシャワフレームワークを補完する事項や、REDD+に関連する内容の議論が

続いている。 

 

(1) リマREDD+情報ハブ  

REDD+活動とリザルトベースの支払いに関する情報の透明性の向上のために、ワルシャワフレームワークでは、

UNFCCCウェブサイト上のREDDウェブプラットフォームに情報ハブを開設し、(a)REDD+活動のリザルト(tCO2eq/

year)、(b)アセスされた参照レベル(tCO2eq/year)、(c)セーフガードのサマリー情報、(d)国家戦略・行動計画へのリン

ク、(e)国家森林モニタリングシステムの情報、(f)リザルトベースの支払いに関する情報を公開することが合意され

た(9/CP.19)1。2014年9月、ドイツ・ボンにおいて、この情報ハブの情報提供フォーマットに関する専門家会合が開催

され、IGESからも専門家を派遣した。そこでは、情報ハブの仕様や機能に関する具体的な意見が取りまとめられた

上で、今後REDD+のリザルトベース活動の経験を積んでいく中で変更する必要が生じた際に改善できるようフレキ

シブルに運営するべきであると結論付けられた。今回のSBI41では、専門家会合のレポート (FCCC/SBI/2014/

INF.13）が採択され、情報ハブ設置のための作業を進めることが事務局に要請された。また、この正式名称が「リマ

REDD+情報ハブ」と決定した。この情報ハブは、UNFCCCの下で実施されるREDD+活動の情報が集約され、管理上

中心的な役割を果たすと考えられ、その設置が進むということは、REDD+活動の実施の準備がまた一つ整うと言え

るだろう。 

1.	REDD+の交渉の進捗	
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(2) セーフガードの情報提供に関する追加的ガイダンスの必要性 

上述したように、REDD+のリザルトベースの支払いを受け取るためには、必要な情報を公開する必要がある。セーフ

ガードに関しては、REDD+実施国がどのように対処し尊重しているのかに関する最新のサマリー情報を事前に公開

することが求められているものの(9/CP.19)、どのような情報を提出するべきなのか具体的に示されてはいない2。そ

のため、各国のセーフガード情報の透明性、一貫性、包括性、有効性を確保するためにさらなるガイダンスを作成

する必要があるかどうかが議論されている。事前に実施された各国の意見提出では(FCCC/SBSTA/2014/MISC.7)、ガ

イダンスが必要とする先進国に対し、これ以上のガイダンスは不要とする途上国もあった。また、NGOにも意見提出

の機会が与えられ、私たちIGESを含め12団体が意見を提出したが、そのすべてがガイダンスは必要であるとしてい

た3。これらをもとにSBSTA41において実際に議論が行われたが、多くの途上国が追加的ガイダンスに否定的意見を

表明したため先進国との主張対立の溝は埋まらなかった。共同議長から、「現段階ではガイダンスは不要とし、今

後REDD+活動の経験が蓄積された後で改めて検討をすること」が提案されたものの、最終的に合意には至らず、今

後も議論が継続されることとなった。 

 

(3) 非市場アプローチの方法論的ガイダンスの必要性 

この議題の論点は、タイトルが示すような一般的なREDD+の非市場アプローチの議論ではなく、ボリビアが独自の

政治的思想に基づく「統合的、持続的な森林管理のための緩和と適応を結合させた (joint  miƟgaƟon  and  adapta-

Ɵon approach for integral and sustainable management of forest: JMA)」アプローチをREDD+の代替案として承認し、

その方法論開発の必要性を提案しているものである。2014年6月のSBSTA40でも議論され、この提案に対して多くの

国が懸念を示している状況であることはすでに前号のブリーフィングノートで報告した4。SBSTA41では引き続きこの

議論が行われ、ボリビアは彼らがどのような合意を目指しているのかを示した文書を配布したが（FCCC/

SBSTA/2014/CRP.1）、前回同様、多くの国が議論の継続を不要とする見解を示し、ボリビアは一歩も引かなかった。

ブラジル等の中南米諸国が調整を試みたが、ボリビアの譲歩を引き出すことはできず、議論は再度継続されること

になった。 

 

(4) REDD+自主的会合 

これまでのREDD+の交渉において、REDD+に関する支援（特に資金）の調整の必要性について長期間議論されてき

た。REDD+に関する支援の提供については途上国間で見解の相違があり、それを調整するREDD+の管理組織を

UNFCCCの下に設置すべきと強く主張する一部の途上国に対し、その必要性はないとする先進国との間で議論が対

立してきた。ワルシャワフレームワークでは、一時的な妥協案として、途上国のREDD+フォーカルポイントや、REDD+

の資金に関わる機関、国際機関、民間セクター、先住民、NGO等の代表が毎年自主的会合を開き、情報交換や議

論を継続することが合意され(10/CP.19)、その第一回会合がCOP期間中に開催された。会合では、交渉ではなく自

由な意見交換の場であるとし、今後の運営方法に関する議論が行われ、さらに今後の支援の調整に関する議論の
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テーマについても意見が出された5,6。しかし、この会合自体が折衷案として設置されたこともあり、意見交換のため

の有益な会合として今後十分に活用されるかについては疑問が残る雰囲気であった。一方、これまで条約外での

REDD+に関する意見交換の場となっていたREDD+パートナーシップが終了したため7、それに代わる機会を提供する

場となる可能性もある。 

2.	REDD+活動実施の進捗状況	

2014年のREDD+に関する国際交渉では、合意文書は1つも作成されず、大きな進捗はなかったが、2013年にREDD+

に関する基本的なルールがワルシャワフレームワークとして完成したことを受けて、REDD+活動実施のための動き

は活発化してきている。 

 

(1) 森林参照排出レベルの技術アセスメント 

ワルシャワフレームワークには、途上国がREDD+のリザルトベースの支払いを受けるための条件が明記されており

8、森林参照排出レベル(FREL:  Forest  Reference  Emission  Level)を設定し、専門家によるアセスメントを受けることが

ファーストステップとなる。昨年FRELを提出したブラジルの技術アセスメントが完了し、その報告書が公開された9。 

 

提出されたFRELは、ブラジルの国土の約半分を占め、国全体のCO2排出の半分の起源となっているアマゾン地域

の森林減少を対象に、過去のデータを使用した歴史的アプローチを採用した、準国レベルのFRELである。このFREL

が対象としているのは、REDD+の5つの活動のうち森林減少防止のみであり、森林劣化防止等は含まれていない。 

また、対象としている炭素プールは地上部、地下部バイオマスとリターで、枯死木、土壌有機炭素は含まれていな

い。このように限定的なFRELであるが、技術アセスメントによって、保守的なアプローチであることやリーケッジ

（REDD+活動の影響による対象地以外での新たな排出）が生じていない事、ステップワイズアプローチによってデー

タの改善や対象地の拡大（最終的には国レベルのFRELを目指す）を段階的に実施する意志が確認され、最終的に

提出されたFRELは透明性が確保され必要な要素が完備されたものであると結論付けられた10。この報告によって、

ブラジルのアマゾン地域でのREDD+活動のリザルト削減量の算出には、リファレンスレベル（ベースライン・ベンチ

マーク）として、2006-2010年分については1996-2005年の期間中の平均年間排出量1,106,027,617  tCO2が、20011-

2015年分については1996-2010年の期間中の907,959,466  tCO2が採用されることになるだろう。ブラジルはすでに、

2013年の森林減少面積は最近の森林減少ピーク年である2004年に比べて面積比で約80%減少していると発表し

ている11。仮に、ブラジルの森林減少による排出がREDD+活動実施によって今回アセスされたFRELの半分に抑えら

れたと仮定すると、年間約5億tCO2もの排出削減となる。2013年度の日本の総排出量13億9,500万tCO212と比べる

と、REDD+の排出削減ポテンシャルの大きさを改めて実感することができる。REDD+が実施段階になった際に、

REDD+のリザルトベースの支払いをどのように行うのか、市場メカニズムの活用は現実的なのか、それとも、より適

した方法を開発すべきなのかを検討することは重要になるだろう。 
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今回のCOP期間中、ブラジルに続き、コロンビア、エクアドル、ガイアナ、マレーシア、メキシコの5カ国も森林参照排

出レベルの技術アセスメントに必要な情報をUNFCCC事務局に提出したことが発表された13。今後もREDD+の実施に

向けた準備が進んでいくことが期待される。しかし、一方で、このような段階に入ることができない国との能力格差も

明確になると考えられ、そのための対処が求められることになるだろう。 

 

(2) 緑の気候基金 

COP15（コペンハーゲン）で設立が合意されたものの、箱だけで中身がないと言われてきた緑の気候基金(GCF: 

Green Climate Fund)であったが、2014年の気候サミットで主要な先進国から資金が集まり始め、プレッジ総額は2014

年末で100億ドルに達している（日本は15億ドルを表明）14。GCFでは、実際の運用準備が進んでおり、資金提供のた

めのロジックモデルの開発が進んでいる。ロジックモデルとは、資金投入によって実施した活動が、プロジェクト/プロ

グラム、国、戦略インパクト、パラダイムシフトの各レベルで、どのように結果という形の変化に変換されるかを示して

いる(GCF/B.07/04)。つまり、どのような活動に資金を投入すると、最終的な目的である「低炭素排出型の持続可能な

開発へのパラダイムシフト」を実現するようなインパクトや変化を起こすことができるのかという資金投入の根拠を示

すものである。REDD+はGCFが資金提供の対象とする分野の1つとなっており、これまでの資金提供の形態である

「緩和ロジックモデル（ある活動の実施に対して資金提供することで、気候変動緩和についながるインパクトが生じ

る、図1(A)）の対象になっている(GCF/B.07/04)。それと同時に、ワルシャワフレームワークで合意されたREDD+のリザ

ルトベースの支払い（森林減少防止による排出削減という結果に対して支払いを行うことで森林減少防止のインセン

ティブを創造する）を実施するための新しいロジックモデル（図1(B)）も開発された(GCF/B.08/08/Rev.01)。 

 

図1で明らかなように、従来の緩和ロジックモデルとREDD+リザルトベース支払いのロジックモデルでは、資金投入の

タイミングが異なる。緩和ロジックモデルでは、まずGCFから資金が投入され、目的を達成するための活動が実施さ

れるが、REDD+リザルトベース支払のロジックモデルでは活動実施後、実際に活動の結果が出た際に、結果（排出

削減・吸収量）に応じて資金が投入される。しかし、それ以外の部分のロジックモデルの構造は基本的に同じであ

る。つまり、REDD+リザルトベース支払いのロジックモデルにおいても、緩和ロジックモデルと同様に、結果を出すた

めに活動・プログラムを実施する必要があるが、それにはGCFから資金投入は行われず、REDD+を実施する途上国

自身がその資金を負担または調達する必要性があるということになる。また、REDD+活動を実施するためには、資金

面以外の様々なキャパシティも重要であるが、GCFからのキャパシティビルディング等の資金提供は行われない。多

くの途上国にとっては、REDD+活動を自力で実施し結果をもたらすことは容易なことではないだろう。一方で、これま

でREDD+活動実施準備のためのキャパシティビルディングや技術支援（REDD+レディネス支援活動）は二国間・多国

間チャンネルを通じて実施されてきている。REDD+を実施する途上国では、これらの様々な独立した支援を連携・調

整し、GCFのリザルトベースの支払いとして結果を出せるようにする必要がある。さらに、現時点でレディネス支援活

動が十分に行われていない途上国に対しては、緩和ロジックモデルを通じて、GCFでレディネス支援を実施する必要

がある。 
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投入：
補助金・無利子融資

実施する活動：
植林、森林減少防止の支援強化、
政策改善のためのキャパビル、

法整備など

プロジェクト/プログラムのアウトプット：
森林担当省庁の管理システムの改善

プロジェクト/プログラムの成果：
森林被覆率の安定化

戦略（ファンド）レベルのインパクト：
REDD+を含む持続可能な土地利用と森林管理

パラダイムシフトの目的：
低排出型の持続可能な開発へのシフト

投入（成果報酬）：
リザルトベースの

支払い

国・準国レベルのプログラムのアウトプット：
森林減少劣化削減、

持続可能な森林管理手法の適用増加等

プログラムの成果：
森林減少劣化の防止による

排出削減と吸収量増加

国・準国レベルのプログラム（活動）：
各国に見合ったREDD+活動

(A) 緩和ロジックモデル (B) REDD+リザルトベース支払いのロジックモデル

＄
投入：

補助金・無利子融資

実施する活動：
植林、森林減少防止の支援強化、
政策改善のためのキャパビル、

法整備など

プロジェクト/プログラムのアウトプット：
森林担当省庁の管理システムの改善

プロジェクト/プログラムの成果：
森林被覆率の安定化

戦略（ファンド）レベルのインパクト：
REDD+を含む持続可能な土地利用と森林管理

パラダイムシフトの目的：
低排出型の持続可能な開発へのシフト

投入（成果報酬）：
リザルトベースの

支払い

国・準国レベルのプログラムのアウトプット：
森林減少劣化削減、

持続可能な森林管理手法の適用増加等

プログラムの成果：
森林減少劣化の防止による

排出削減と吸収量増加

国・準国レベルのプログラム（活動）：
各国に見合ったREDD+活動

(A) 緩和ロジックモデル (B) REDD+リザルトベース支払いのロジックモデル

＄

＄

図１ GCFのロジックモデル 

 

 

これまで、排出量削減のための資金拠出では、どのような活動に資金投入すれば効果が上がるのかが着目されてき

た。しかし、森林減少の要因は１つではなく、様々な要因が複雑に絡み合っていることを考慮すれば、森林減少防止に

貢献する法整備やガバナンスの改善、キャパシティビルディング、森林保全プログラムの実施などの様々な活動の成

果として一括して評価することが可能な、国レベルのリザルトベースの支払いは理にかなった方法かもしれない。レディ

ネス活動とリザルトベースの支払いをGCFに先駆けて実施している世界銀行の森林炭素パートナーシップ基金（Forest 

Carbon  Partnership  Facility）は、その経験から、REDD+の排出削減が特定の政策や活動の実施に帰すると考えるべき

ではなく、様々な分野で取り組みを実施することが重要であり、そのための多額のまとまった投資が必要であると報告

している15。GCFはREDD+に特化した基金ではないため、これから実際にどれくらいの金額がREDD+に投入されることに

なるのか、それがどのようなプロセスで決定されるのかについてはまだ明らかになっていない。また、既存の経験を踏

まえ、GCFがREDD+にどのように資金提供を行っていくのか着目したい。このように、REDD+を完全に実施するためには

まだ時間はかかる状況ではあるものの、そのための準備は各方面で確実に前進していると言える。 



6 

3.	今後のREDD+に関する国際交渉 	

 

2015年のREDD+交渉では、これまで合意できていない議題、「セーフガードサマリー情報提供に関する追加的ガイダ

ンスの必要性」、「非市場アプローチの方法論的ガイダンスの必要性」、「非炭素便益へのインセンティブの必要性」に

ついて引き続き交渉が行われる。それと同時に重要なのが、将来枠組におけるREDD+の位置づけであろう。現在、

UNFCCCでは、2020年以降すべての国に適用される法的文書の発行と実施のための2015年合意に向けた議論が、強

化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会(ADP)で行われている。そこでは、各国の排出削減目

標の設定などの重要な議論がなされているが、その達成方法の1つのツールとしてREDD+を効果的に活用できるよう

にしていくことが、REDD+の実現のためには重要となると考えられる。各国間見解が対立し収斂していない事項が少な

くない中、将来枠組み全体の議論でREDD+に関してどのタイミングでどこまで詳細な議論が行われるかはわからない

が、考慮しておく必要があるだろう。さらに、REDD+の資金メカニズムについても、検討していく必要がある。例えば京

都メカニズムのクリーン開発メカニズム(CDM)では、完璧であったとは言えないものの、先進国が削減目標を達成する

ために途上国での排出削減量をクレジットとして活用することが可能であったことがインセンティブとなり先進国の

CDMへの投資が進み、また、CDMクレジット市場が設置されたことによって民間資金の活用が進んだと言える。現在

のREDD+は、ワルシャワフレームワークでルールが完成し、実施段階に移行していると言われているものの、REDD+に

投資するインセンティブが明確に設定されていないため、実施が本格化されないというのが実情と言える。もちろん、

ADPでの議論の結論が出る前にそれを明確化することは困難であるが、今から資金メカニズムのオプションなどを検

討し、試行を通じて経験を蓄積しておくことが必要である。日本では、市場メカニズムの活用を視野に入れた二国間ク

レジット制度においてREDD+の可能性調査や実施のための制度設計が進められている。REDD+における市場メカニズ

ムの活用については、UNFCCCではこれまであまり議論されてこなかったが、一つのアプローチとして、日本から情報

を発信していくことは重要だろう。 
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